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Abstract
This paper first sketches out the contours of comparison through bringing the configu-

rations of properties/variables, the spacial and/or temporal dimension and the formation 

of a matrix of data into focus. Thereafter, three modes of EQUIVALENCE PROBLEM in 

Cross-National Analysis are discussed. The purpose of the paper is to call attention to the 

core unsolved problems, which might be the serious limits of comparative research in the 

course of time. 

要　約
この研究ノートでは、まず、データ行列の論理に焦点を据えて、比較の輪郭を粗描
する。次いで、この輪郭に即して旧来暗黙の裡にでも設定されてきた仮定条件を「等
価性」前提として三項目ほど摘出し、それに伴う問題を吟味する。すなわち、（1）分
析単位相互間の「等価性」前提に由来する問題、（2）発展過程相互間の「等価性」前
提に由来する問題、（3）分析属性相互間の「等価性」前提に由来する問題、これであ
る。いわば覚書として本稿の意図するところは、ただ一点、比較政治分析における年
来の課題に注意を喚起し、比較の「限界」を糺すための膳立てをおこなうことにある。
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1. 序論

政治的近代化論の一環としてグローバルな
比較を標榜した「発展主義」言説は、1960年
代に隆盛を極めたが、70年代も半ばを過ぎる
と凋落の一途を辿った。少なからぬ比較論者
が、普遍主義への野心を示すグローバルな比
較からコンテクストへの回帰に伴う中範囲比
較へと、研究関心を転換させていったからで
ある（Mair 1996:317; 大木 2009）。昨今では､
比較民主化研究に連なる文献を例外として、
この言説には回顧的な論評としてか学説史上
の一単元として以外、ほとんど論究されなく
なっている。もとよりのこと、「政治発展」研
究の往時の業績を、あるいはまた発展主義の
系譜に位置し今なお注目を受けている「民主
化の近代化論」を、現時点でいかに捉えるべ
きかに関しては、必ずしも意見は一致してい
ない。けれども忘れてはならないが､ 少なく
とも政治分析における比較方法は、50年代の
「比較政治学運動」の当初より、主として「統
計学的世界観」に基づいて発展主義が設けた
軌道に沿って展開されてきた。比較方法をめ
ぐる論争もまた､ この言説やその批判の展開
から少なからず影響を受けてきた。ちなみに
今日では、いわゆるKKV（King, Keohane, 

Verba 1994＝邦訳2004）が在来の新実証主義
的な法則定立構想を典型的に提示して以来、
量的な「変数志向」方法論の擁護者と質的な
「事例志向」方法論の擁護者との論争がとり
わけ注目されてきているが（Hopkin 2002; 

della Porta 2008）、両陣営の辛辣な排他的応
酬とて久しく展開されてきた古典的な方法論
争の再燃でしかない。少なくとも、統計学的

世界観を前提にして量的分析と質的分析は因
果推論の単一論理によって結合されていると
説くKKVの見解（1）を受け入れるか否かを争
点とする限りでは、間違いなくそう言える
（たとえばGoldthorpe 1997; Rueschemeyer & 

Stephens 1997; Brady & Collier 2004=　邦訳
2008; 大木 2004を参照のこと）。それゆえ、
たとえば発展主義的な「民主化の近代化論」
の論証をいかに評価するべきかという問いに
対する回答も、おおむね旧来の論争を引き摺
って親KKVか反KKVかいずれに与するかに
よって、自ずと決まってくると言っていい。
もっとも、管見によれば、在来の標準的設
定は今なお相応の説得力を保持し人気を継続
しているにせよ、こうした方法論争の再燃に
際しては、P. H.ホールによる刮目すべき論考
を看過するわけにはいかない。ホールはある
画期的な論文で、比較政治学における存在論
と方法論の役割に着目し､ 新たな存在論に留
意した比較方法の再編成を提言している（Hall 

2003）。この提言によれば、広く受け入れられ
ている方法論は広く採用されている存在論に
適合していることが望ましいが、昨今では両
者のあいだに多大な齟齬が際立ってきた。在
来の標準的設定のもと一般に理解されている
比較方法は、因果推論を従属変数と独立変数
との共変動に基づかせ、多岐にわたる諸事例
の地理的ないし歴史的なコンテクストを横断
して妥当性を有すると期待される因果的一般
化を探し求める。「政治現象はコンテクスト
とは無関係に至るところでほぼ類似した力で
作用する少数の強力な要因によって引き起こ
される」と想定されているからである（ibid.: 

398）。その際、政治の世界の因果構造とし
て、因果関係の線形性や定常結合（constant 

（1） R.シルはこの見解を、量的分析にも質的分析にも解釈的説話にも当てはまる「画一的な方法論的
信条を確立しようとする覇権的取り組みの成果」と呼んでいる（Sil 2000:500）。
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もあるとの視点から、少数事例分析の推論力
が再評価されるに至っている。それにもかか
わらず、新たな存在論に適合する方法論は依
然として未整備なままになっている、という
わけである。ホール自身が提唱する「体系的
過程分析」（Hall 2003:391-5; 2006, 24-31）の
是非はさて措くが、このいわば複雑な因果性
̶たとえば経路依存性や複雑な相互作用効果
などを特徴とする̶の存在論に立つならば、
先に挙げたリプセット仮説に基づく民主化命
題、すなわち「社会的経済的発展に応じて、
安定した民主政治がなし遂げられる」という
線形加法的な変数間関係が普遍的妥当性を有
するとは、とうてい想定できなくなる。
言うまでもなく、経路依存性などに関わる
理論を援用し政治現象の複雑な存在論的側面
を明るみに出したことに関しては、ホールだ
けが突出しているわけでは決してない（Thomas 

2005参照）。この「存在論的転換」は既に少
なからぬ論者によって語られており、この限
りでは2003年論文には特段に目新しい指摘は
ない。むしろ、ホール論文の独創性は、戦後
期の比較政治学史の展開を存在論と方法論と
の関係に関連づけて論述し、在来の比較方法
の不適切を手際よく論証しているところにあ
る。本稿では、こうしたホールによる「診
断」の驥尾に付しながら、より広く方法論議
を渉猟して、比較政治分析全般に暗黙の裡に
であれ設定されてきた仮定条件を確認し、こ
の条件に伴う因果推論上の問題を摘出し整序
する。いわば覚書として本稿の意図するとこ
ろはただ一点、比較の「限界」を糺すための
膳立てにほかならない。比較分析が定義上コ
ンテクストを横切らねばならない企てである
ならば、この因果推論上の問題の根底には一
般的なものと個別的なものとの緊張があり、
まさにこの緊張が「コンテクスト拘束性を特
徴とする研究対象に、コンテクスト横断性を

conjunction）が、また分析単位の独立性や同
質性などが基本前提とされていることは、よ
く知られている事柄である（ibid., 377）。リ
プセット仮説に触発されて、安定した民主政
治の出現や存続という政治的結果の決定因
を、社会的経済的発展のうちに突き止めよう
と試みた「民主化の近代化論」は、まさにそ
の典型だった。しかしホールの所見では、こ
のところ比較論者のあいだでは、原因変数の
コンテクスト依存性もしくはコンテクスト
（被）拘束性が重視され、因果関係の非線形
性や複合結合（multiple conjunction）が、こ
とに等結果性［多（原因）対一（結果）関
係］や多結果性［一（原因）対多（結果）関
係］などが注目されてきた。また対象とする
分析単位は相互作用し互いに影響し合うの
で、独立した同質的な事例だと頭から決めつ
けることはできないとも考えられるようにな
っている。こうして、許容可能な因果的説明
とは何かに関しては、在来の標準的設定とは
異なる設定が必要とされるに至ったと指摘さ
れる。
要するに、ホールの見るところ、比較政治

学は「存在論的転換」を経験してきた。この
分野では従来、政治の世界は「時空を超えて
作用する法則的規則性の形をとる因果関係に
よって支配される領域」として捉えられ、「時
間を縦断し空間を横断して強力で一貫し独立
した効果を及ぼす原因変数を想定する存在
論」が広く受け入れられてきた。だが昨今で
は、比較論者はこうした立脚点から決別し、
個々のコンテクストに配慮して「より広範囲
にわたる内生性と複雑な相互作用効果の遍在
性を認める存在論」へと移行してきた（ibid., 

387）。これに併せて、一定の現象に関する説
明が適切であろうとするならば、変数間の因
果関係を定めるだけでなく、この関係を生む
のに寄与する因果メカニズムを詳述する必要
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特徴とする研究方法（比較方法）が適用され
る」というこの研究分野の特性に帰因するこ
とは、言を俟たないからである（大木 2016: 

152-3）。
以下ではまず、比較の輪郭を粗描する。そ

のうえで、この輪郭に即して旧来暗黙の裡に
でも設定されてきた仮定条件を「等価性」前
提として三項目ほど摘出する。

2. 比較の輪郭

比較するとはどういうことかを概説するや
り方は一つにとどまらない。 ここでは、
A.マラディが提示した概略の仕方に従うこ
とにする（Marradi 1980; 1985; Fideli 1996; 

1998）。マラディによれば、比較とは「少な
くとも二つの対象から摘出した同じ属性（変
数）の二ないしそれ以上の異なる状態（値）
を対比する精神活動」 のことを指す
（1985:295）（2）。この定義で特に留意するべき
は、実際に比較されるのは「事例」でもなけ
れば「属性」でもなく､「属性の状態（値）」
だということである。たとえば初歩的な実例
を挙げるならば（大木 1998）、太郎と花子の
背比べでは、太郎や花子そのもの（事例）は
総体としては比較できないし、両者に共有さ
れている身長（属性）も属性それ自体として
は比較のしようがない。実際に比較されるの
は、太郎の身長の具体的な「状態（値）」と
花子の身長の具体的な「状態（値）」である。
この実例に限らず、いかに複雑な形式をとろ
うとも、比較分析は基本的には「同じ属性の
さまざまな状態」を探究し対比する認識手段
であることに変わりはない。ともかくも、先

の定義から明らかなように、いかなる比較
も、対象となる「分析単位（事例）」とその
「属性（変数）」、また当の属性の「状態（値）」
から成るデータ行列を基盤にする。「比較は
行列の論理から出発する」（Rose 1991）と言
われる所以だが、この際、既発表論文（大木 

2004:34-6）の叙述を復唱し､ データ行列の
論理を確認しておきたい（3）。
ここでデータ行列とは、一連の共通する属
性が分析単位（事例）ごとにどういう状態に
あるかを記録する情報収集の編成体で、いか
なる研究対象の情報も事例と属性に分解すれ
ばデータ行列によって表現できる。分析対象
となる事例群を選定し、検討すべき問題にと
って重要だとみなされる属性を幾つか選び取
り、個々の属性が各事例でいかなる状態を呈
しているかを表示すれば、データ行列が作ら
れる。表1では、事例［第1行（C1）から第
m行（Cm）まで］と属性［第1列（V1）か
ら第n列（Vn）まで］が縦と横に配置されて
いる。各属性が個々の事例でいかなる状態
（値）を呈しているかは、行と列が交差する
セルで確認される。ちなみに、セルSijは事
例Ciのなかで属性Vjが呈している状態また
は値をあらわす。各事例の属性は操作化によ
って測定可能な「変数」に転換される。
このようなデータ行列を捉える際、留意す
るべきことがある（Gal tung 1967 :14 -6 ; 

Bartolini 1986:44-6）。それは研究戦略に関わ
る問題で、事例の数と属性の数に応じて多様
な研究戦略が見出せる、ということである。
もとより、理念型的に捉えれば、事例の数と
属性の数の組み合わせは二つの基本形に大別
できる。数多くの事例を対象にして一ないし

（2） 同一対象から摘出される同じ属性が時間の経過と共に少なくとも二つの状態を示すならば、そう
した状態も比較できる

（3） 行列の論理は、（Gerring 2004:342）、（Brady & Collier 2004=2008 chap.13.）、（Morlino 2005:45）など
でも言及されている。なお、本節の論述は（大木 2004:34-6）の叙述と重なるところが少なくない。
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少数の属性 /変数を検討するか、一ないし数
少ない事例を対象にして多数の属性 /変数を
検討するか、そのいずれかである。前者が属
性や属性間の関係を強調して、一連の事例に
おける属性の状態を一般理論の構築に向け系
統的に収集する傾向があるとするならば、後
者の場合には、各事例を特徴づける諸属性の
状態の包括的な分布に焦点を据え、当該事例
の何たるかを他の事例と対比する分析様式と
して捉えられる。中範囲比較は無論のこと、
理論的野心の水準は多様だが、この両極のあ
いだに位置づけられる。中間的な組み合わせ
が多岐にわたることは断るまでもない
（Maradi 1980: 130; Fideli 1996; 1998）。
しかも図1にあるように時間次元を導入す

れば、事例とその属性の分析を特定時点や相
対的に短い時間間隔に限定するか、長期にわ
たる期間にわたって取り組むかに応じて、研
究戦略は共時戦略か通時戦略として特徴づけ
られる。事例も属性も時間単位の数に応じて
増加するし、属性の状態は事例ごとに変化す
るだけでなく同一事例でも時期ごとに変化す
る以上、なおさら多様な組み合わせが可能に

なる。
さらに事例選択の問題に絡めて踏み込めば、
しかと自覚しなければならないが、分析作業
の実効性を考慮すると、総ての多様な戦略が
等しく容易に追求できるわけではない。研究
目的いかんによって､ 対象を単一事例か少数
事例か多数事例かに決める必要がある。いか
にも事例にも属性にも可能な限り数多く考慮
を払うべきだとしても、事例の数と属性の数
とのあいだには、あちら立てればこちらが立
たない相殺取引の関係がある。既に前段で暗
示しているように、「広大な空間」と「長期
の時間」を一括し得る研究設計など、まずあ
り得ない。対象とする事例の数を増やしてい
けば、検討できる属性は自ずと少数に限定し
ないわけにはいかない。逆に、属性群をなる
べく数多く検討しようと意図すれば、分析は
少数事例か単一事例に限定する必要がある。
それゆえ研究戦略は潜在的には多種多様であ
るにせよ、こうした相殺取引に規定されてい
るために、必ずしも総ての戦略が同じ認識目
的に役に立つとは限らない。たとえば、結論
の一般性をなるべく確保するために、対象と

属性
事例 V1 V2 V3 … Vj …  … Vn

C1 S11 S12 S13 … S1 j …  … S1n

C2 S21 S22 S23 … S2 j …  … S2n

C3 S31 S32 S33 … S3 j …  … S3n
: : : : :
: : : : :

Ci Si1 Si2 Si3 … Sij …  … Sin
: : : : :
: : : : :

Cm Sm1 Sm2 Sm3 … Smj …  … Smn

［出所］ S.Bartolini, ‶Metodologia della Ricerca Politica,” in G.Pasquino （a cula di） Manuele di Scie della Politica （Il Mulino 1986） p.44.

（図2.1）, J.Galtung, Theory and Methods of Social Research （Columbia University Press 1967） p.11.（表1.1.3）,ならびにA.

Marradi, Concettie Metodo per la Ricerca Sociale （La Giuntina 1980）p.27.（図1）.   若干改作。

表1　データ行列
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する事例の数を増やしていけば、研究される
現実は豊かになり示唆に富む結果が期待でき
る。しかしこの場合、相対的に限られた数の
属性に分析を限定せざるを得ず、各事例のコ
ンテクストの陰翳を捉えるだけの属性群を十
全に検討することは期待できなくなる。逆
に、対象とする事例の数が少なければ、各事
例を構成する属性群はそれだけ数多く検討で
きるから、論述内容は相対的に個別具体的に
なる。けれども、このように限られた事例し
か対象としなければ、結論の一般性は極めて
限られる。単一事例しか対象としない場合に
は、一般化命題の定式は全く不可能になると
言っていい。要するに、ここにはかつて
G.サルトーリが「抽象化の階梯（一般性の
ハシゴ）」で用いた論理に似た論理が厳然と
作用しているように思われる（Sartori 1970）。
ともかくも、こうして数ある研究戦略は、

時間次元も含めたうえで、データ行列上、
「列（属性）」を極端に重視する立場（法則定

立志向）を一方とし、「行（事例）」を極端に
重視する立場（個性記述志向）を他方とす
る、連続体上に配列されることになる。R.シ
ルはこの両極を「簡潔さ」と「複雑さ」とい
う正反対の理想をあらわすものとして捉え、
その中間的な諸様式と共に図示している（図
2）。この図はかなり簡略化してあるが、こ
れまでの概説を要約するには便利だろう。横
軸を左から右に進むにつれて、比較論者はい
わば「薄い」数理的な推論方針に基づいて変
数間の一般的な関係を簡潔に捉えようとする
試みから、より少数の事例における内部動態
について「厚い」詳細な理解を得ることへと
関心を移行させる。また縦軸を上から下に降
りるにつれて、対象とする事例の数は減る一
方、分析される変数の数は増え、その変数間
の関係は経験的コンテクストの複雑さに近似
していくことになる（Si l 2000: 517-528; 

Coppedge 2002）。
勿論ここで、コンテクストに敏感な質的情

図1　時間次元を導入した場合のデータ行列の枠組
［出所］ S. Bartolini, ‶Metodologia della Ricerca Politica,” in G.Pasquino （a cula 

di） Manuele di Scienza della Politica （Il Mulino 1986） p.45.（図2.2）. 
‶On Time and Comparartive Research,” Journal of Theoretical Politics 

vol.5. （1993） p.140. （図2）より作成。ただし大幅に簡略化した。
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報に専ら関心を向けていっても、KKVの巧
みな指摘にあるように「現実の世界の複雑さ
と分厚い記述の複雑さとのあいだの相違は、
分厚い記述の複雑さと抽象的な計量･数理研
究の持つ複雑さとのあいだの相違よりも、は
るかに大き」く、「記述をどれほど厚くして
も、説明にどれほど多くの要素を取り込んで
も、世界の『混乱を極めた』現実の総体に接
近することはできない」（King, Keohane, 

Verba 1994: 43=2004:51-2）。しかし、それで
もなお留意しなければならないが、事例の数
の減少（増加）と共に、比較の型も量的比較
から質的比較へと（あるいは質的比較から量
的比較へと）変質する（4）。この際、先に挙
げた存在論的転換に関するホールの指摘を想

起するならば、いかなる研究戦略も、その有
用性は、たしかに研究目的に基づいて判断さ
れることが多いとしても、しかしまた、あい
にく図2には反映されていないのだが、研究
対象となる諸事例の因果構造に関する前提に
も大いに依存していると考えねばならない。
先と同様にリプセット仮説を引き合いに出せ
ば、民主政治への移行を確保するのに役立つ
条件を評価するために有用だと考えられてき
た統計分析は、その後､ 民主化がたとえば改
革派と守旧派との、さらには国外の行為主体
との錯綜した戦略的相互作用の所産なのでは
ないかとみなされるに至ると、少なからぬ論
者によって妥当な因果推論を生む能力を疑わ
れるようになった（5）。ホールによれば「最

（4） 一説によると、その境界は事例数5~7だとされている。
（5） もっとも、民主化移行論への構造志向アプローチと行為者志向アプローチとの関係は､ ここで記

したような単純なものではない。比較民主化研究の昨今の動向に関しては（Haggard & Kaufman 

2016:1-25.）を参照のこと。

図 2　研究戦略
［出所］ R. Sil （2000） ‶The Division of Labor in Social Science Research: Unified Methodology or ‘Organic 

Solidarity’?”  Polity vol.32. p.519.（図2）　若干改語のうえ大幅に簡略化した。
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近の理論展開は､ 因果構造があまりにも複雑
なので､ 従来の統計的方法では有効に検証で
きないような世界を仔細に述べる傾向にあ
る」（Hall 2006:5）（6）。

3. 等価性問題

研究戦略では比較対象とする事例の多寡は
既述のとおり重要だが、事例の数を限定しよ
うと数多く広範囲にわたって分析しようと
も、比較政治分析の根底には、何はさて措き
考慮すべきことがある。一方では、比較分析
には個々の事例の社会文化的コンテクストを
横断して「旅行」するのに十分に一般的な概
念を展開しなければならない。この種の概念
がなければ、比較分析は不可能になる。しか
し他方、比較分析は特定事例のコンテクスト
上の特徴を明確に捉えられる個別具体的な概
念を持たねばならない。さもなければ、特定
事例のコンテクストにおける政治状況につい
て適切な情報を獲得する可能性はないからで
ある。してみれば、いずれの要請にも違背す
ることなく、政治現象の比較分析はいかにし
て執り行うことが可能か。要するに、比較分
析がいやしくも確たる基盤に基づいて意義あ
る成果を収めようとするならば、研究が執り
行われる相異なる複数のコンテクストを対象
にして同じ用語を使う場合、その用語は当
然、同じ事柄を意味していると確信できなけ
ればならない。したがって「相異なる社会文
化的コンテクストにおける諸概念の等価な意
味を確立する」という問題は、比較分析の存
在証明だと言ってもいいほどに死活的な問題
になる。

こういった等価性をめぐる問題は、通例は
狭義で捉えられ「意味の等価性」問題として
設定されてきた（van Deth 1998; 2009）。しか
し本稿では､ この問題をより広く下記（1）
（2）（3）の問題として三区分して捉えたい
（Mair 1996,323-8: Fideli 1996: Morlino 2005）。
すなわち、
（1） 分析単位相互間の「等価性」前提に

由来する問題。
（2） 発展過程相互間の「等価性」前提に

由来する問題。
（3） 分析属性相互間の「等価性」前提に

由来する問題。
見てのとおり、比較の輪郭が三次元（図1

参照）の明確化によって描出できるとするな
らば、比較政治分析に暗黙の裡にでも設定さ
れてきた仮定条件もしくは前提もこの三次元
に即して摘出できることになる。以下では、
このような等価性前提ゆえに研究結果に伴う
とみなされる三つの謬見の問題を逐次簡潔に
摘出していくことにする。

（1）分析単位相互間の等価性。物質科学
では、分析単位の等価性という前提ゆえに、
単一実験の結果そのものを総ての類似した未
検証の事例にまで拡大して適用することは可
能だろう。しかし社会科学では、このような
研究結果の一般化可能性に関しては確たる保
証は全くなく、この種の等価性前提は安直に
は採用できない（Marradi 1980, 98-100）。に
もかかわらず、準実験研究法として比較方法
に依拠した研究者はこの前提に基づいて､ 分
析単位はそれぞれ、研究目的上、独立した同

0 0 0 0 0

質的なもの
0 0 0 0 0

として理解できると考えてきた。

（6） つまり、あくまでもホールが観察した限りでの傾向としてだが、比較の射程範囲が狭まるなかで、
政治の世界の複雑さや非線形性が強調され、政治現象の因果的説明には統計的規則性を突き止め
ても不十分だと考えられ、因果効果を評価するのみならず、この効果を支える因果メカニズムの
分析も求められている、というわけである（Capoccia & Freeden 2006:5-6も参照のこと）。
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この考え方に従えば、A.R.ゾルバーグの興味
深い表現を借用すると、世界は「一組の内因
的力学によって組織化される自己完結的で形
態学上同一のメンバーから成る実体群」とし
て取り扱われる。しかも各メンバーは「互い
に異なる時期に生まれても、同じ成長の力学
に従」い、「…どのメンバーも他のメンバー
の一生において何らの役割も演じない」。し
たがって、各実体̶政治学では「国民国家」
や「政治システム」̶ には、「生物学で種に属
している個々の個体に向けられる分析的な取
り扱い方に類似した取り扱い方が相応しい」
（Zolberg 1987, 42 &49）。こうして単位同質性
を前提とすると、「他の事情が等しければ、
原因変数Xの値の変化はあらゆる事例を横断
して同じく重要な結果変数Yの値に相応の変
化をもたらす」とみなされる。また単位独立
性を前提として、「ある事例の原因変数の値
は他の諸事例の原因変数ないしは結果の値に
よって影響されない」とみなされる（Hall 

2003, 382）。
R.ローズは比較的早い時期に､ こうした

等価性前提に基づいた研究様式を描出し、そ
こにはらむ問題性を見極めている。やや長い
が引用しよう。「検討される国家の数が多か
ろうと少なかろうと､ 一つの特徴は変わらな
い。各国は並列され､ それぞれが単独の隔離
された実体として取り扱われる。…こういう
各国に関する並列分析は、各国の独立性を前
提としている。各国は同じ母集団の一員とし
て扱われるが、相互に作用し合うとはみなさ
れない。互いに異なる国ぐにがたとえ同じ方
針に従うとしても、それは両国に共通する国

内的特徴ゆえに生じると想定される。一定の
社会経済的な先行要件を為し遂げた国は一定
の制度（例、民主主義制度）を…採用できる
と考えられる。そうした先行要件が必要条件
とみなされようと十分条件とみなされよう
と、各国で生じることは別のところで生じる
こととは無関係だとみなされる。……比較分
析にとって決定的な問題は､ 各国が並行し互
いに無関係に独立して作動するという考え
が、国際社会の変貌によってどの程度まで蝕
まれつつあるかを知ることである」（Rose 

1991, 458）。
この「変貌」が「相互依存」「相互浸透」
あるいは「グローバル化」などと称されてき
た事態であることは言うまでもない。いや増
しに相互依存の度を深めてきた世界では、国
境を跨がるヒト・モノ・カネ・理念の流れは
絶えず拡がり、その結果としての借用・模
倣・輸入など伝播過程は各国内部の体制形成
や体制転換の根本特徴を構成するようになっ
ている（7）。この限りでは、比較政治分析は
従来にも増して「ゴールトン問題」に直面し
ていると言っていい。いかにも、比較の論理
は各事例が相互に独立し孤立していることを
要請する（Zelditch 1971, 282-3）。しかし分析
上諸事例に独立性や同質性を押しつければ、
各事例から歴史的基盤やコンテクスト性が剥
奪される。たとえば統計データ処理を得意と
する者が因果モデル構成に従事して、ある新
興国における社会的経済的発展と民主化移行
との関係について、実効性ある民主主義制度
の確立はGDPや識字率､ さらには就学率や
平均余命の上昇、都市化や工業化、それにマ

（7） ローズはさらにこう述べている。「現代世界では、国境を越えた相互作用は日常の厳然たる事実で
ある。国家は主権的である以上、形式的な意思決定権限は依然として各国政府の掌中にあるが、
しかしこのことは各国政府の行動に及ぶ影響力が専ら国境の枠内に見出されることを意味しない。
相互依存という用語が通例使用されるのは、領域外影響力を伴う浸透性の形式を描くためである」
（ibid., 460）。
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スメディアの普及などの要因が混ぜ合わされ
た結果だと主張する一方で、利用した非歴史
的データゆえに民主主義理念の伝播（もしく
はデモンストレーション効果）や被植民地化
という固有の歴史を無視したとすれば、どう
評価するべきか。ゴールトンの問題とは要す
るに、こうした無視がモデル構成者による因
果推論の妥当性を脅かすか否か、ということ
である（Moul 1974, 150-1）（8）。
不可避の相互依存性を考慮すれば、対象と

する諸事例はもはや独立した同質的な事例と
はみなせない。それならば、個々の歴史的背
景の測定しがたい側面を備える一方で相互に
作用し影響し合い外在要因に浸透されている
諸事例を対象にして、いかに比較して妥当な
因果言明を展開するべきなのか。方法の刷新
が求められている所以である（Braun & 

Maggetti 2015, 4-5; Jackson & Nexon 2002）。

（2）発展過程相互間の等価性。断るまで
もなく、比較には、空間を横断する共時比較
（横断比較）と時間を縦断する通時比較（縦
断比較）がある。P.メアーが平易に指摘した
ように「時点 tのA国は、時点 tのB国と異な
るが、時点 t’のA国とも異なる」（Mair 1996, 

325）以上、属性 /変数の状態 /値の変動は共
時的にも通時的にも正当に分析対象になり得
るからである。しかし従来は、比較分析と言
えば通例は、「対象とする諸事例の属性 /変
数間に見て取れる共変動を特定時点で吟味す
ること」、すなわち横断比較を指していた。
いかにも昨今では、比較政治分析の分野でも
「比較歴史分析」（Mahoney & Rueschemeyer 

2003）が再評価され、比較分析における「時

間性」の問題や歴史データの蓄積に徐々に関
心が寄せられてきた。これに関連して言え
ば、たとえば「比較時系列分析」や「TGPT

（理論誘導型過程追跡）」方法の提唱などが想
起される。とはいえ、比較的最近に至るま
で、比較方法に関わる論争が展開されたのが
ほぼ専ら横断的な交差空間分析をめぐるもの
であったためか、比較方法と時間との関係は
あまり精緻には練り上げられてこなかった。
ここで取り上げる等価性前提は、先に挙げた
比較の輪郭を構成する三次元のうち時間次元
に関わるものであり、いわば「横断的謬見」
に結びつく論点だが、あいにく今日なお黙殺
される場合が少なくない。以下、要点のみ提
示しておく。
たとえば民主化といった体制転換を論題と
する場合、それが事柄の性質上、時間のなか
で展開する複雑なマクロ現象である以上、時
間軸に即した縦断的観察に基づく通時比較の
対象になることは言を俟たない。しかしこう
した論題でさえ、信頼するに足る時系列デー
タが̶ことに第三世界に関しては̶不足して
いるという事情もあって、比較論者は往々に
して、横断データに基づいて通時的な趨勢や
因果関係に関する一般化命題を定立しようす
る傾向がある。けれども、横断調査で獲得で
きるのは､ 特定時点か相対的に短い時間間隔
で観察される交差単位的情報であり、出来事
の交差時間的な継起に関わる情報ではない。
それゆえ当然のことながら、静態的な横断面
から因果関係に関する情報を獲得するという
構想は許容できるか､ 共時比較は通時比較の
代わりになり得るかという問題が持ち上が
る。横断面の変動は時間上の変動とは、自動

（8） J.カポラーソによれば「ゴールトン問題の要諦は、単一の源泉から歴史的に生じた所産を、多く
のさまざまな社会で独自に再生される相関関係と混同する傾向である」（Caporaso 1996:13; Bahry 

2002:206も参照のこと）。
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的には交換できないからである。
共時比較から通時的な推論をおこなうとい

う「横断的な因果推論」の典型は、いままで
何度か例示してきたが、リプセットの「民主
化の近代化論」に見て取れる。仔細は別稿
（大木 2001, 2002）に譲るが、周知のように
リプセットは、横断的に四つの国家群を対象
にして社会経済発展の多様な指標（工業化、
都市化、識字率、富など）の平均値と変動範
囲を分析し、社会経済発展と民主政治は密接
に相関していると主張した。しかも因果的な
明言は避けながらも、社会経済発展の時間軸
上の増大が民主政治の確立・維持に結びつく
という因果の方向を措定して、共時的な横断
データから通時的な趨勢の一般化命題を暗に
定立する姿勢を示している（Lipset 1981, 

Chap 2）。既述のように、共時比較に基づい
て時間軸上の因果的継起に関する結論を引き
出すことは妥当か否か､ 横断的連関は発展的
連関としても解釈できるか否かという問題が
提起される所以である。
「より豊かな国ぐにはより民主主義的であ
る」という論証は、「各国はより豊かになる
につれ､ より民主主義的になる」という論証
に等しいか。一般化して言えば、「時点 tに
おいてAが多ければそれだけBも多い」は
「時点 tから時点 t’にかけてのAの増加は同時
期のBの増加を伴う」に等しいか。この問い
かけに対する主たる回答は 2種類ある
（Bartolini 1993, 155-7）。第一の回答では､ 横
断データから引き出される因果言明は全く妥
当性を有しない。「個々の国ぐにがそれぞれ
辿る各変数の変動継起と交差国家的な横断面
に現れる相違とのあいだには、いかなる論理

的な関係も」あり得ないからだと解される
（Tilly 1984, 35 & 37）。やや異なる第二の立場
はR.H.ソマーズが提示している。すなわち
「特定時点で収集された調査データを分析し、
しかもなお因果推論をおこないたいと思うな
らば、『発展の等価性』を常に設けなければ
ならない」。社会は総て同じ経路に沿って発
展するという「発展の等価性」が前提とされ
ていない限り、「横断データは原因と結果に
関わる諸問題とは全く無関係である」（Somers 

1971, 385-6）。
ソマーズの回答のほうが第一の立場より

「分析的」だと言えるのは、リプセット仮説
などに見て取れる「横断的な因果推論」に
は、発展過程の等価性前提が例外なく伏在し
ていることを明らかにしているからである。
しかし、それならば、従属変数の通時的変動
や独立変数の通時的効果が「横断面を異にし
ても」一様だと、いかなる根拠で言えるの
か。各国を民主政治に向かわせる共通の過程
が存在するという発展過程の等価性前提は、
何によって保証されるのか。この予断的前提
の妥当性が保証されない限り、共時的一般化
から通時的な推論をおこなえば、確実に「横
断的謬見」がもたらされることになる（9）。

（3）分析属性相互間の等価性。ことに
G.A.アーモンドとS.ヴァーバによる古典的
な共著が刊行されて以後、とりわけ取り上げ
られてきたのが、この等価性に関わる問題で
ある。かつてはよく引用された一節を、先ず
はここでも提示する。
「比較研究で必要なのは比較可能な変数を
取り出すことであり、単純に『全体』を比較

（9） しかし、リプセット仮説をめぐる論評は、この前提のみを取り上げても誤解を招きかねない。「事
例選択のバイアス」や多重共線性などの問題も絡めて論じてこそ、この仮説の輪郭が浮き彫りに
されると思われる。昨今の論評として（Wucherpfennig & Deutsch 2009; Maggetti 2015; Landman & 

Carvalho 2017:chap.6.）などを参照されたい。
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することはできない。とはいえ社会科学で
は、この変数抽出は難しい。いままでのとこ
ろ、我々は比較をしたい政治の局面を他の局
面から適切に切り離すことができないのであ
る。自然科学者なら計算しないで済ませられ
る現象でも､ 我々には、その現象の大部分の
局面を常に確保しておいたり、無視したりす
ることができない。取り出そうとする変数
は、ほとんどが当のコンテクストで考えられ
る場合しか全く意味をもっていないし、とい
って､ コンテクストを丸ごと比較することな
ど､ 全く不可能なのである」（Almond & 

Verba 1963＝邦訳1974, 62ページ）。
平易な表現だが、この一節には留意すべき

ことが二点ある。第一に、前節冒頭で指摘し
た比較の論理構造が含意されているのがよく
分かる。すなわち、a）個々の事例が比較で
きるのは事例全体（総括的な実体）としてで
はなく、各事例に共通する属性 /変数が確認
できる場合に限られること、しかもb）厳密
には、比較されるのは共通の属性 /変数その
ものですらなく、各事例のなかで属性 /変数
が呈する具体的な状態 /値であること、さら
に c）少なくとも二つの属性 /変数が比較に
不可欠だとするならば、同じ事例に見て取れ
る同じ属性 /変数について二つの状態 /値が
時間の経過によって識別できれば､ 同一事例
を対象としても比較は可能になること、これ
である（Marradi 1985, 293-5）。そして第二に、
こういった比較の論理構造を踏まえたうえ
で、コンテクストからの属性 /変数の抽出こ
そ比較の要諦にほかならず、抽出される属性

/変数の「意味の等価性」の確保こそ比較可
能性の要件だが、属性 /変数がそれ自体有意

0 0

味に
0 0

個々のコンテクストに根差していれば、
現象のコンテクスト（依存）性ゆえに等価性
確保は阻まれかねないと、この一節は示唆し
ている（10）。
敢えて再度引用するが、「コンテクスト拘
束性を特徴とする研究対象に、コンテクスト
横断性を特徴とする研究方法（比較方法）が
適用される」というこの研究分野の特性（大
木 2016:152-3）が、この等価性確保の問題に
端的に表れていると言っていい。要するに、
属性を定義するには個々のコンテクストの特
徴を考慮しなければならないが、比較するに
は属性をコンテクストから抽出する必要があ
る。それゆえ属性相互間の等価性確保の問題
は、たとえ限られた範囲の比較でも看過する
わけにはいかないのである。J.W.ファン・デ
スはこの問題を「あらゆる状況の『独自性』
が明らかで､ 歴史的要因や個性記述的要因が
無視できない領野にあって、しかもなお一般
化を見出そうとする際に直面する」問題とし
て定式化し、そのうえで、一般化可能性を探
し求めて「特定の国家的もしくは文化的な妥
当性を失うという前門の虎」を一方とし、各
個のコンテクストに固有の特徴を求めて「交
差文化的もしくは交差国家的な比較可能性を
危険にさらすという後門の狼」を他方とす
る、両者のあいだをいかに対処して進むべき
かと自問している（van Deth 1998, 2; 2009）。
比較論者は無論のこと、その分析方法から
して、対象となす各事例に跨がって明瞭に属

（10） こうした問題「意識」は別段､ アーモンドらを先駆とするものでないことだけは言い添えておき
たい。やや古いものだが、フランスの社会学者の文献（Bourricaud 1958）から引用しよう。「同じ
行為でも異なる社会では意味が全く異なる……。交差文化比較が条  件としているのは､ 比較され
る行為そのもののあいだの等価性ではなく、比較される行為に付与される意味のあいだの等価性
である」（257）。「各要素が抽出されたシステムのなかでいかなる位置にあるかが明確にされない
限り、切り離すことは恣意的になるおそれがある」（262）。
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性を捉え得る一般的な分析概念を、理想的に
は、あらゆる関連事例総てに適用できるよう
共時的にも通時的にも「旅行」できる概念を
展開しなければならない。しかし、概念の
「旅行」能力（適用可能性）とコンテクスト
妥当性とは反比例する（Sartori 1971;1994）。
概念を一般化していくと、いわば歴史的文化
的存在として個々の社会の文化的エートスに
条件づけられた行為者自身が特異なコンテク
ストのなかにあって自らの行為や信念を描写
したり正当化したりする説明事項とはますま
す隔たった認識が生み出されることになる。
こうした認識は、「概念の通約不可能性」テ
ーゼを確信する者からみるならば、比較によ
る概念的「こじつけ」以外の何物でもない。
このテーゼに従えば、どの経験的概念もすべ
て不可避的に個々のコンテクストに深く解き
ほどけないほど嵌め込まれており、別のコン
テクストに適用することはできないからであ
る（Sartori 1994; 大木 1995, 2016:157-8.）。周
知のように、サルトーリは比較分析の断念に
導きかねないこのテーゼを克服する方途とし
て「抽象化の階梯」図式上、概念の内包と外
延の釣り合いを取ることを提言している。た
だし、ここではこれ以上この件は敷衍しない。

4. 結語

比較政治分析は今日「重大な難題」に直面
しているとは、昨今の方法論議の常套句であ
る。だが、決して皮肉ではなく、いつの時代
でも難題に直面してきたと言うほうが的確だ
ろう。序論で指摘したように、その根底には
一般的なものと個別的なものとの長年にわた
る緊張がある。この覚書で挙げてきた問題
も、こうした緊張に由来していると言ってい
い。手続きとしては比較の論理構造を再確認
する意図もあって、比較の輪郭に対応させて

等価性問題の三態様という形をとって提示し
たが、いずれの問題も従来から継続してきた
難題であり、昨今唐突にその姿態を現したわ
けではない。しかもなお、依然として確たる
解決策は見出されていないのが実情である。
ところで、L.モルリーノが比較政治学の概
説書のなかでライト･ミルズの知的職人論を
援用し勧告しているのだが、「精励な知的職
人」であろうとするならば「比較研究者は比
較研究の限界を十分に自覚していなければな
らない」（Morlino 2005, 112）。そうであるな
らば、この覚書も比較の限界を自覚して糺す
ための膳立てとして相応の一助にはなると思
いたい。
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